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尾瀬国立公園シカ管理方針 

 

2009 年(平成 21 年)3 月 11 日 

尾瀬国立公園シカ対策協議会決定 

 

１ 背景及び目的 

尾瀬ヶ原は、高層湿原としての発達を遂げ、現在のような景観を呈するようになっ

てから少なくとも 1000 年は経過していると考えられており、尾瀬ヶ原、尾瀬沼及びそ

の周辺部を含む尾瀬盆地の原生的自然は、国立公園特別保護地区及び特別天然記念物

に指定され厳正に保護されてきた。また、2005 年(平成 17 年)には、ラムサール条約

登録湿地に指定されている。 

2007 年(平成 19 年)8 月には、尾瀬と共通した自然環境を有する会津駒ヶ岳地域と田

代山・帝釈山地域が国立公園区域に編入され、尾瀬国立公園が誕生した。今後、これ

らの編入地域を含む尾瀬国立公園全体について、保護管理の充実が求められている。 

 

 従来、ニホンジカ（以下、シカ）の生息が確認されていなかった尾瀬において、1990

年代半ばにシカの生息が確認されて以来、湿原をはじめとする植生の撹乱が顕在化し、

シカの影響を受けずに成り立ってきた尾瀬本来の生態系に回復不可能な影響が及ぶ可

能性が危惧されている。 

 このような状況のもと、2000 年(平成 12 年)９月の「尾瀬地区におけるシカ管理方

針検討会」において「尾瀬地区におけるシカ管理方針」（以下、第１期管理方針）が

決定された。以後、この第１期管理方針に沿って、シカの季節移動ルートや越冬地の

把握のための各種の調査等を行うとともに、シカの捕獲については、国立公園特別保

護地区等の尾瀬の核心域の外側において、各県の特定鳥獣保護管理計画（以下、保護

管理計画）等に基づいて実施してきた。 
 

しかしながら、周辺地域における捕獲を継続しているにもかかわらず、尾瀬に生息

するシカは一貫して増加傾向にあり、植生撹乱の面積についても拡大している状況に

ある。また、周辺地域における有効な捕獲実施の前提となる季節移動ルート及び越冬

地の解明については、その全体像を把握するためには、今後とも相当の期間にわたっ

て調査を継続する必要があると考えられる。 
このため、第１期管理方針に基づく対策を継続するのみでは、シカによる尾瀬の生

態系への影響を低減することは極めて困難な状況であり、現在植生撹乱が発生してい

る国立公園特別保護地区等の尾瀬の核心域においても、捕獲を行うことが避けられな

い状況となってきている。 
また、新たに国立公園に編入された会津駒ヶ岳地域と田代山・帝釈山地域において
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も、シカの生息が確認されるようになってきており、今後の動向について注視してい

く必要がある。 

 

全国的にも、国立公園特別保護地区である戦場ヶ原（日光国立公園）、大台ヶ原（吉

野熊野国立公園）等において、湿原や森林に対するシカの影響が顕在化する事例が見

られ、特別保護地区等でのシカの捕獲を含む各種対策が実施されている。 

 

これらのことを踏まえ、シカ対策の一層の推進を図り、尾瀬国立公園の貴重な生態

系の保護を図るため、今般、第１期管理方針を全面的に見直し、新たな管理方針を策

定したものである。 

なお、本管理方針による対策は、尾瀬国立公園の保護管理の観点から推進するもの

であるが、各県の保護管理計画等に基づく対策との連携を確保するものとする。 

 

 

２ 管理の基本的考え方 

（１）管理の目標 

尾瀬に生息するシカは、栃木・群馬県境部の日光利根地域個体群において分布を拡

大している最前線の集団と考えられるが、従来、尾瀬では、シカの生息は確認されて

おらず、尾瀬の生態系はシカの影響を受けない条件下で成立してきたものと考えられ

る。 

シカの増加は尾瀬本来の生態系に回復不可能な影響を及ぼす可能性があり、生態系

の維持とシカの生息とは相容れないものと考えられることから、尾瀬からシカを排除

することを最終的な目標とする。 

その上で、当面（５年間）の目標として、特別保護地区を含む尾瀬国立公園及び周

辺地域でのシカの捕獲を積極的に実施することにより、尾瀬の生態系に対するシカの

影響の低減を目指す。 

会津駒ヶ岳地域と田代山・帝釈山地域については、シカの生息状況の把握を行うこ

ととし、湿原等への影響の可能性が認められる場合には、捕獲の実施について検討す

るものとする。 

 

（２）保全対象 

 尾瀬国立公園の優れた景観を構成する主要な生態系を保全対象として位置づけ、こ

れらの生態系に対するシカの影響の低減を目指すための対策を実施することとする。 

 保全対象とする生態系のタイプは次のとおりであり、これらの生態系の分布する地

域は、国立公園の特別保護地区及び第１種特別地域とほぼ一致する。 

 

ア 周辺低木林を含む湿原生態系 

   イ オオシラビソ、ブナを主体とする原生的な森林生態系      
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３ シカ捕獲の実施方針 

（１）尾瀬国立公園におけるシカの捕獲 

 尾瀬国立公園区域内でのシカの捕獲は、次の事項を踏まえ推進することとする。 

 

ア 捕獲方法 

（ア）わなによる捕獲を基本とする。 

（イ）銃器は、次の場合に使用できるものとする。 

・わなで捕獲した個体の止めさしに使用する場合。 

・利用者の安全を十分確保できる区域において使用する場合。特に利用期（山

開き～小屋閉め）においては、残雪があるなど見通しが極めて良好な条件

で使用すること。 

（ウ）シカの移動ルート上での捕獲や、シカを誘導する柵の設置と組み合わせた

捕獲など、効果的な捕獲の実施に努めるものとする。 

 

イ 捕獲における留意事項 

（ア）利用者の安全及び快適性の確保 

・ビジターセンターや山小屋において捕獲に関する情報（日時・場所等）を

利用者に提供するとともに、捕獲を実施する区域では標識を掲示し、利用

者への注意喚起を徹底するものとする。 

・休憩所や歩道等の利用施設周辺を避けて捕獲を実施し、利用者の目に触れ

ないように作業することや、静穏さを保つことに配慮するものとする。 

・捕獲した個体については､ツキノワグマを誘引する可能性もあることから、

早期に回収できる体制を整えるとともに、原則的に搬出により適切に処理

するものとする。 

（イ）植生・他の動物への影響の最小化 

・捕獲作業による植生への影響は、必要最小限とするよう配慮するものとす

る。 

・捕獲した個体の搬出が極めて困難な場合には、埋設する可能性もあるが、

埋設する場所は、事前に専門家の助言を得るなど、植生への影響に配慮し

て慎重に選定するものとする。 

・他の動物が、万一、わなで捕獲された場合に、解放できる体制を整えるも

のとする。 

（ウ）関係法令の遵守等 

・捕獲の実施に際しては、自然公園法、鳥獣保護法、文化財保護法、森林法

等の関係法令の手続きについて遺漏のないようにするとともに、土地所有

者の了解を得て行うものとする。また、関係機関・団体等へ事前に周知し、

必要な連絡調整を図るものとする。 
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（２）季節移動ルート及び越冬地におけるシカの捕獲 

尾瀬国立公園に侵入しているシカの季節移動ルート及び越冬地における捕獲につ

いては、狩猟の促進及び個体数調整等の強化を図ることとする。 

    

 

４ モニタリング等の調査研究 

 本管理方針による対策が、科学的データに基づいて実施されるとともに、定期的な

評価・見直しによる順応的なものとなるよう、環境省が中心となって、モニタリング

等に関する関係機関・団体等との分担・協力体制を構築し、必要なデータの収集、統

合、情報交換を円滑に行えるようにする。 

モニタリングは、概ね次の項目について実施する。 

   

ア 保全対象についてのモニタリング 

保全対象の生態系に対するシカの影響の推移を把握するため、植生撹乱の分

布・面積、採食植物の種類等を経年的に調査する。 

 

イ シカの生息数及び動態についてのモニタリング 

シカの生息数を推定するためのライトセンサス調査、個体群の状態を把握する

ための試料の収集・分析を経年的に行うとともに、季節移動ルート及び越冬地を

把握するため、発信器の装着による追跡調査等を行う。 

また、尾瀬国立公園及び周辺地域における捕獲数、日光利根地域個体群の捕獲

数等の毎年のデータを集計・整理する。 

 

ウ 対策の検討のための調査研究 

効果的な捕獲・防除方法を検討するための実証試験等を行う。 

 

     

５ 防除対策等 

 防鹿柵の設置などの防除対策や撹乱された植生の復元対策については、上記４のモ

ニタリングの状況を踏まえつつ、効果的な手法についての検討や実証試験を行う。 

 

 

６ 管理の実施体制 

（１）関係機関の役割分担 

 本管理方針に基づく対策における主な関係機関・団体等の役割は、次のとおりとす

る。 
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ア 環境省 

 尾瀬国立公園の保護管理を適切に行う立場から、次の項目のとおり、シカ対策

について中心的役割を果たす。 

・シカ管理方針の検討・策定 

・関係機関・団体等の連携確保 

・モニタリングの継続的実施と効果的な対策の検討 

・関係機関・団体等が実施した尾瀬に関わる調査・研究のとりまとめ 

・モニタリング等で得られたデータの関係機関・団体等への情報提供 

・尾瀬国立公園におけるシカ捕獲の率先的実施と、関係機関・団体等が行う

捕獲に対し用具を貸与するなどの支援の実施 

 

イ 関係県 

 鳥獣の管理者として、尾瀬のシカに関する個体数調整の積極的実施や尾瀬国立

公園周辺地域における狩猟の促進等に関する保護管理計画等を策定（全県的な計

画へ盛り込むことを含む）するとともに、環境省、関係市町村等と連携し、保護

管理計画等に基づく対策の推進的役割を果たす。 

   

ウ 関係市町村 

 関係県の保護管理計画や、鳥獣被害防止特別措置法により市町村が策定する鳥

獣被害防止計画等に基づき、環境省、関係県等と連携しながら、尾瀬国立公園及

び周辺域におけるシカ捕獲について実行的役割を果たす。 

      

エ 研究者及び研究機関等 

 研究者及び研究機関等が実施するシカの生態や植生への影響等に関する調査

研究の推進とその成果の提供など、シカ対策との連携が期待される。 

  

（２）連絡調整の場の設置 

 シカ対策に係る情報を関係機関・団体等で共有し連絡調整を図るとともに、合意形

成を行う場として、「尾瀬国立公園シカ対策協議会」を引き続き設置する。関係機関・

団体等は、この協議会での合意に基づき、連携・協力して対策を実施していくものと

する。 
  

（３）助言機関の設置 

 モニタリング結果の評価、関係機関・団体等によるシカ対策への助言・指導を受け

るため、専門家で構成する「尾瀬国立公園シカ対策アドバイザー会議」を引き続き設

置する。 

 

 



6 
 

７ 情報公開及び合意形成 

モニタリング結果や対策の実施状況等については、関係機関・団体等が連携して国

民への情報提供を積極的に行い、尾瀬のシカ対策が国民の理解と合意のもとに進めら

れるよう努めるものとする。 

 

 

８ 管理方針の見直し 

順応的な考え方のもとに対策を実施していくため、５年を目途に、モニタリング結

果や対策の効果を総括的に検証し、本管理方針の見直しを行うこととする。 


